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第４２回 富士見都市計画事業鶴瀬駅西口土地区画整理審議会 会議録 

平成２２年７月２３日（金）  開会 午後１時３０分 

会議日時 

平成２２年７月２３日（金）  閉会 午後２時５０分 

会議場所  鶴瀬駅西口整備事務所 会議室 

出席委員  委員定数１０名中 出席者 ９名 

副 会 長 吉 田 次 一 委 員 塩 野 芳 雄 

委 員 秋 元 良 蔵 委 員 萩 原  章 

委 員 飯 塚 和 美 委 員 萩 原 茂 昭 

委 員 石 井 敏 雄 委 員 宮  本  松  司 

委 員 

委 員 坂 間 正 衛 委 員  

幹 事 桶田 まちづくり環境部長 

出

席

者 
市職員等 森川所長、山田副所長、吉川主査 

欠席委員  日 鼻 昭 三 郎  委 員 傍 聴 者  ０ 名 

議 長 吉 田 次 一 書 記  山 田 明 夫 
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会 議 事 項 

１．開    会  桶 田 幹 事 

２．市長あいさつ  星 野 信 吾 市 長 

３．会長あいさつ  吉 田 次 一 副 会 長 

４．議 長 選 出  吉 田 副 会 長（会議規則第４条第６項及び同条第３項） 

５．議事録署名委員の選出  萩 原 (茂 昭) 委 員・宮 本 委 員（会議規則第１３条第１項） 

６．議    題 

 （１）報告事項 

    ①仮換地の変更について 

事務局より資料に基づき説明した。 

質 疑  資料１－１の仮換地変更については、変更後の形状が旗竿状となっており、果 

たしてこれで有効活用出来るのか疑問である。旗竿地とならないよう指導すべき 

ではないのか。 

回 答  地区計画に合致した変更でありまた、分割の仕方については、合法的であれば 

       それ以上、個人の土地利用を制限出来ない。 

質 疑  土地区画法施行令では最低敷地面積を６５㎡としているが、当地区地区計画の 

    １００㎡との違いをどう考えているか。 

回 答  平成２１年６月、地区計画が条例化されたことによって、１００㎡以下の分割 

  は法的に不可能となっている。 
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    ②使用収益の開始について 

事務局より資料に基づき説明した。 

質 疑  使用収益開始については、道路等が整備され従前地と同様使用出来る場合に開 

始の手続きをすることになっているが、報告の箇所は平成２２年３月に使用出来 

る状態となっているのか。 

回 答  皆さん土地利用している。 

質 疑  以前開始した箇所に、工作物が残っているにもかかわらず、使用収益が開始さ 

れている場所があるのはどういうことか。 

回 答  過去に、道路等が整備され概ね使用が可能となった宅地について、使用収益開 

始の手続きを行ってきた経緯がある。 

質 疑  他にはないのか。 

回 答  他にはありません。なお、今後もそのようなことが無いよう進めていく。 

③保留地の処分予定について 

事務局より資料に基づき説明した。 

質 疑  今回の処分予定価格は、計画当初の処分価格の４分の１から６分の１であり、 

平成１３年の事業計画変更時の約３分の２の価格となっている。事業計画の２６ 

億円の処分金額には到底届かないと思われるが、どのような見解か。 

回 答  保留地処分金の単価については、当初、㎡当たり８４万５千円、平成１３年の 

事業計画変更時、㎡当たり６７万２５０円、その後も地価が下落している。この 

ような状況を踏まえ、今後予定している事業計画の変更に反映させて行きたい。 

（２）その他 

①事業の進捗状況及び２２年度事業について 

事務局より資料及び平成２２年度工事予定箇所案内図（掲示）により説明した。 

質 疑  ２０ｍ道路と９ｍ道路の交差点に信号はつくのか。 

回 答  １２ｍ道路のアルビス方面への交差点（ドラッグストアー）は設置予定となっ 

ている。また、２０ｍ道路と１２ｍ道路交差点の信号機は、８月中の設置が予定 

されている。 
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質 疑  ２０ｍ道路は今後県道となるのか。 

回 答  市の道路であり、将来も変わらない。 

質 疑  横断歩道設置に関しては、どこが所管か。 

回 答  警察の管轄となるが、皆さんからの設置要望を受け、施行者として警察に要請 

を行っている。また、注意喚起の看板設置等出来る範囲での安全対策については 

西口事務所で行っている。 

   質 疑  事業計画変更で事業期間はどの位延長するのか。事業費も増えれば清算金も上 

がってしまう。 

回 答  期間、総事業費について、これまでの実績と残事業等精査の上決めていく。 

なお、清算金については事業計画上の総事業費とは連動しないと考えている。  

   要 望  事業計画の変更に当たっては、総事業費等しっかりと検証を行い、手続きを進 

めてもらいたい。 

７．閉    会  桶 田 幹 事 

 

 

 

 

 

 

 

 


















